

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ミスターＸ学  習  効  果
80％81％
株式会社や金融の仕組み，役割につい
ての理解が深まった・興味を持った
34％52％企画力や表現力，協調性などが高まった
37％38％
経済事象（景気・外国為替など）につ
いて理解が深まった，興味を持った
27％32％
自分の意見や考えをもって授業に取り
組むようになった
｢自ら考えて主体的に学ぶ意欲にもつながってい
る」などの回答があった。また，教員自身に関し
ては「説得力ある授業展開が可能になった」，「セ
ミナーで刺激を受けた」などの回答が得られた。
　この結果から，教員側に対しては「生徒の興味・
関心を喚起するような，授業に役立つ情報を提供
する」という点において，一定の効果があったと
考える。教員の授業改善に役立つのは，「生徒が
興味・関心を持ち体験的に学べる教材」の提供で
あると考えている。金融経済に関する教材では体
験的な学びが有効となることが確認できた。
Ⅴ　授業準備に向けた金融経済教育の課
題支援
　最初に，本研究の考察の手順から授業準備に
向けた金融経済教育の課題支援をまとめる。
①　新科目「公共」の基本的性格を明らかにし，
実践的課題を明確にするについては，学習指導要
領解説を参考に，生徒の生活と結び付けた教材を
活用し，生徒が主体的に学びを創造する方法科目
の性格をどのように生かすかの課題を示した。
②　新科目「公共」の授業準備のために，先行研
究及び開発研究から課題を明らかにするでは，公
民教育研究の成果及び日本公民教育学会科研プロ
ジェクト開発研究と指定研究(文部科学省)の実践
から課題を示した。今後は日本社会科教育学会誌
や全国社会科教育学会誌及び地方の社会系教科教
育の学会誌もリサーチしながら，優れた研究及び
実践から示唆を得ながら，支援の在り方を一層充
実さなければならないだろう。
③　②で示した課題について，教育現場の実態調
査（全国調査）結果を参考に課題支援の在り方を
明示するでは，具体的な調査研究のデータから，
どのような支援が求められ，それに対して実施し
てきた教材提供，セミナーや外部人材の活用例を
示し，事後のアンケートからその有効性を示した。
そして，「公共」の授業準備に向けた金融経済教
育の課題支援の具体例を示すに関しては，改めて
下記の２点が重要と考えている。
　１つ目は，授業実践に向けた教員研修(教員向け
セミナー)の実施である。２つ目は，外部人材と
の連携と活用及びＩＣＴ等の活用支援である。
　最後に，簡単に成果と課題を述べ，本稿の小括
を行う。
　金融経済教育の課題解決に向けた支援の具体例
を示すことについては，教材の開発と提供及び教
員向けセミナーの実施状況から評価できる。前者
の教材の開発では，今次の学習指導要領の改訂が，
主体的・対話的で深い学びを授業改善のキーワー
ドにしていることからも，生徒の学びの主体性や
教材に仲間同士で対話的に解決に取り組みなが
ら，新たな知識や技能を獲得する深い学びが期待
される。この点からも専門的な知見を活用した教
材の開発により，学校現場の公民科教師などに活
用を呼びかけ広く普及させる支援は，意義が大き
いと言える。また，現場教師の教材開発時間の不
足をどのような支援で補うかの観点から，専門的
知識を生かした教材開発と提供は，有効な支援と
なり得ると考えている。
　後者のセミナーに関しては，参加者が授業改善
に役立てていることと，生徒の主体的な学ぶ意欲
の向上に役立てていることが，アンケート結果か
ら明らかとなった。教員は一生，学び続ける教員
として，常に新たな教材開発にチャレンジしてい
く研修の位置付けが重要になることから，研修の
機会としてセミナーを開催していく意義が今後も
あると言える。
　また，公民科新科目「公共」の実践を視野に入
れながら，「社会に開かれた教育課程」（専門家と
の連携・協働，外部リソースの利用）のねらいと
― ９ ―
資料(グラフ)　セミナーに参加した教員が
　　　　　実感した効果（複数回答）
― １０ ―
【付記】
　本論文は，西村が全体構成案を作成するとともに，Ⅰ，
Ⅱ  ，Ⅲ及びⅤを担当し，鎌田が具体的な調査結果と支援
活動を紹介するⅡ ～ ，Ⅳ及びⅤを担当した。
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して，本協会の全国調査から明らかとなった支援
課題と支援取り組みの課題を紹介することによ
り，教育現場におけるこれからの授業実践の支援
の在り方を具体的な全国調査データから示すこと
ができたと考えている。
　以上が，本研究課題の考察の成果である。
　一方で，次代を担う生徒たちが，将来，金融を
通じてよりよい社会の形成に参画したり，金融を
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